
福島 恵美   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

1. 介護する人も支えられる鶴ヶ島へ    （２０分） 

 

介護を担う家族の多くは、仕事や自らの生活を続けながら、日々の

介護にあたっておられます。食事の支度や通院の付き添いに追わ

れ、弱音を吐ける相手を見つけられないまま過ごしておられる方も

少なくありません。 

 

認知症基本法は、認知症の人に対する支援のみならず、その家族等

に対する支援が適切に行われることを、基本理念に掲げています。

そのうえで、認知症の人又は家族等からの各種の相談に応じること

ができるよう、国及び地方公共団体に対し、必要な体制の整備を図

ることを求めています。 

 

一方、介護保険制度は、介護を必要とする本人を支える制度として

設計されています。要介護者を日々支えているのは、家族である場

合が多いのです。しかし、家族自身が支援を受ける対象として、制

度の中に明確に位置づけられているとは言い難い状況です。 

 

埼玉県は、全国に先駆けてケアラー支援条例を制定いたしました。

制定から6年余りを経て、県内では市の段階でも条例が生まれてい

ます。現在は、次期介護保険事業計画の策定が進められています。 

 

介護を担う家族は、自ら窓口を訪れるとは限りません。自分が支援

を必要とする立場だという認識を持たないまま、介護を続けておら

れます。行政が相談を待つ限り、支援は届きません。介護を担う家

族を支援の対象として明確に位置づけ、能動的に気づき、つながり

にいく仕組みが必要であると考えます。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) 介護を担う家族の状況把握と、気づく仕組みについて 

(2) 家族介護者を対象とした相談窓口と、支え合いの場について 

(3) 次期介護保険事業計画における家族介護者支援について 

市 長 

 



福島 恵美   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

2. 多文化共生を国まかせにしない鶴ヶ島へ （２０分） 

 

昨年来、国においては、制度の見直しが相次いで示されています。

在留資格や永住許可の審査のあり方、外国人による土地の取得など

です。これらは国の権限に属しますが、その影響を最初に受け止め

るのは、住民が現に暮らしている基礎自治体です。 

 

こうした中で、地方にも変化が現れています。一部の自治体では、

開いてきた門を再び閉じる動きが出てきました。他方、全国知事会

は本年8月、国へ提言を示しています。そこには、地方公共団体は、

明確な法的根拠や十分な財源的裏付けが無い中で、多文化共生施策

を実施してきたと記されています。法の整備を求めながらも、法が

ないことを理由に立ち止まってはこなかったということです。 

 

市長はこれまで、人権に関わる課題は本市の区域だけで完結するも

のではない、との考えを示してこられました。そのうえで、全国に

効力の及ぶ法律の制定が望ましいとも述べておられます。一方、条

例には差別を許さないという考えを伝える効果があるとの認識も

示されています。効果を認めつつ、区域を超える課題であることを

理由に、本市自身の判断は先送りされていないでしょうか。区域の

中で完結する事柄は、現に存在します。職員の任用も、計画の策定

も、庁内の基準も、相談の受け止めも、いずれも本市の判断で決め

られるものです。 

 

差別を許さないという表明は、既に市長からいただいています。い

ま問われているのは、その表明が行政のどの場面で形になっている

のかということです。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) 市が自ら判断できる事柄における多文化共生の現状について 

(2) 多文化共生に関する計画の策定と、所管する体制について 

(3) 市内の実態の把握と、差別を許さないための施策について 

市 長 
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3. 備えて終わりにしない鶴ヶ島へ     （２０分） 

 

本年7月の熊本県の地震では断水が長期に及び、避難所に入らず車

中や自宅で過ごす人々の存在も報じられました。8月には千葉県で

記録的な大雨があり、多くの住宅が床上まで浸水しました。発災時

の混乱だけでなく、その後の生活が長く続くという事実を、改めて

突きつけられました。 

 

本議会においても、防災は繰り返し議論されてきました。その多く

は、備える段階と、発災直後の避難に関するものであったと認識し

ています。地域防災計画には災害復旧の章がありますが、そこで定

められているのは、施設の復旧や給付・融資の手続きが中心です。

混乱が一段落したあと、住民が日常を取り戻すまでの長い時間を、

本市がどのように支えるのかは、明らかではありません。 

 

また、災害時の支援の多くは、住民からの申し出や申込みを前提と

しています。そのため、支援があるという情報が届いていなければ

なりません。本議会では、情報伝達についても議論を重ねてきまし

た。しかし、通信が途絶した場合の手段や、日本語を母語としない

住民、地域とつながりのない住民への伝達には、課題があります。

制度があることと、情報と支援が届くことは同じではありません。 

 

災害への対応は、国や県の制度に依るところが大きい分野です。し

かし、住民に最も近い本市の役割は、誰がどの時点で何に困るのか

を把握し、備えが実際に機能するのかを検証し、必要があれば見直

していくことだと考えます。計画や体制は、定めた時点ではなく、

災害の当日に動いてはじめて意味を持ちます。 

 

以上の問題意識に基づき、以下質問いたします。 

 

(1) 市長就任後における防災体制の検証と見直しについて 

(2) 発災直後における情報の伝達と支援の到達について 

(3) 災害後の生活の回復に対する市の役割について 

市 長 

 

 


